団体宿泊人数変更確認書

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿（以下「申込者」という。）と、＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿（以下「施設」という。）は、申込者が施設に申し込んだ団体宿泊について、宿泊人数の変更その他これに伴う事項を確認するため、次のとおり団体宿泊人数変更確認書（以下「本確認書」という。）を作成する。

第1条（目的）
本確認書は、申込者と施設との間で成立している団体宿泊の予約又は契約（以下「原予約」という。）について、宿泊人数の変更内容及びこれに伴う宿泊料金、客室数、食事その他の利用条件を明確にし、変更後の予約内容に関する認識の相違を防止することを目的とする。

第2条（対象となる団体宿泊）
本確認書の対象となる団体宿泊は、次のとおりとする。
団体名：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
予約番号：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
宿泊日：＿＿＿＿年＿＿月＿＿日から＿＿＿＿年＿＿月＿＿日まで
宿泊施設名：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
代表者・幹事名：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
連絡先：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
予約プラン：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
その他特記事項：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

第3条（宿泊人数の変更）
申込者及び施設は、原予約における宿泊人数を、次のとおり変更することを確認する。
変更前宿泊人数：合計＿＿＿＿名
変更後宿泊人数：合計＿＿＿＿名
増減人数：＿＿＿＿名増・＿＿＿＿名減
変更適用日：＿＿＿＿年＿＿月＿＿日
変更申出日：＿＿＿＿年＿＿月＿＿日
変更理由：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

第4条（宿泊者の内訳）
1　変更後の宿泊者の内訳は、次のとおりとする。
大人：＿＿＿＿名
子ども：＿＿＿＿名
幼児：＿＿＿＿名
添い寝：＿＿＿＿名
その他：＿＿＿＿名
合計：＿＿＿＿名
2　申込者は、年齢区分その他の料金区分に関して施設が必要とする情報を正確に申告するものとする。
3　申込者による申告内容と実際の宿泊人数又は宿泊者区分が異なる場合、施設は実際の利用内容に応じて料金を精算することができる。

第5条（客室数及び客室構成の変更）
1　宿泊人数の変更に伴い客室数又は客室構成を変更する場合、その内容は次のとおりとする。
変更前客室数：＿＿＿＿室
変更後客室数：＿＿＿＿室
変更前客室構成：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
変更後客室構成：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
2　施設は、客室の空室状況、定員、設備その他の事情により、申込者が希望する客室数又は客室構成への変更に応じることができない場合がある。
3　人数減少により使用しなくなった客室について、原予約、宿泊約款、団体予約条件又はキャンセル規定に基づき取消料その他の費用が発生する場合、申込者はこれを負担する。

第6条（宿泊料金等の変更）
1　宿泊人数の変更に伴う料金は、次のとおりとする。
変更前予定料金：金＿＿＿＿＿＿＿＿円（税込・税別）
変更後予定料金：金＿＿＿＿＿＿＿＿円（税込・税別）
追加料金：金＿＿＿＿＿＿＿＿円
取消料・変更料：金＿＿＿＿＿＿＿＿円
その他費用：金＿＿＿＿＿＿＿＿円
2　宿泊人数、客室構成、食事人数、利用施設その他の条件が変更された場合、1名当たりの宿泊料金、団体料金、割引率その他の料金条件が変更されることがある。
3　前項の場合、施設は変更後の条件に基づき料金を再計算し、申込者は当該料金を支払うものとする。
4　宿泊税、入湯税その他法令等に基づき課される税金その他の公租公課については、実際の宿泊人数及び利用内容に応じて精算する。

第7条（食事人数等の変更）
1　宿泊人数の変更に伴う食事人数は、次のとおりとする。
朝食：変更前＿＿＿＿名／変更後＿＿＿＿名
昼食：変更前＿＿＿＿名／変更後＿＿＿＿名
夕食：変更前＿＿＿＿名／変更後＿＿＿＿名
宴会・会食：変更前＿＿＿＿名／変更後＿＿＿＿名
その他：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
2　施設が定める変更期限を経過した後に食事人数が減少した場合、食材の手配状況その他の事情により、減少した人数分の食事料金の全部又は一部を申込者に請求することができる。
3　アレルギー対応、特別食その他個別の食事対応について変更がある場合、申込者は施設が指定する期限までにその内容を通知するものとする。

第8条（付帯サービス等の変更）
宿泊人数の変更に伴い、宴会場、会議室、送迎、貸切施設、備品、アメニティその他の付帯サービスの利用内容又は料金に変更が生じる場合、申込者及び施設は別途その変更内容を確認するものとする。

第9条（取消料及び変更料）
1　宿泊人数の減少が原予約、宿泊約款、団体予約条件又は施設が別途定めるキャンセル規定における取消しに該当する場合、申込者は当該規定に従って取消料を支払うものとする。
2　施設が人数変更に伴う変更料その他の費用を定めている場合、申込者は事前に提示された条件に従いこれを負担する。
3　人数変更により団体料金その他の適用条件を満たさなくなった場合、施設は変更後の人数に適用される料金体系に基づき宿泊料金等を再計算することができる。

第10条（人数追加の場合の取扱い）
1　申込者が宿泊人数の追加を希望する場合、施設は客室、寝具、食事、設備その他の受入状況を確認したうえで、その可否を決定する。
2　施設の収容能力、消防・防災上の定員、客室定員その他の理由により、施設は人数追加の申込みに応じることができない場合がある。
3　人数追加が認められた場合、申込者は追加人数に対応する宿泊料金、食事料金、施設利用料金その他必要な費用を支払うものとする。

第11条（最終宿泊人数の確定）
1　申込者は、施設が指定する期限までに最終的な宿泊人数及びその内訳を施設へ通知するものとする。
最終人数確定期限：＿＿＿＿年＿＿月＿＿日＿＿時まで
2　前項の期限後に人数変更を希望する場合、その取扱いは施設の宿泊約款、団体予約条件、キャンセル規定その他施設が定める条件による。
3　宿泊当日に事前連絡なく人数が増加した場合、施設は受入れを保証するものではなく、客室その他の利用状況に応じて受入れの可否を判断することができる。

第12条（無連絡による不参加者）
申込者が届け出た最終宿泊人数のうち、宿泊当日に連絡なく宿泊しなかった者がいる場合、その者に係る宿泊料金その他の取扱いは、施設の宿泊約款又はキャンセル規定によるものとする。

第13条（宿泊者名簿等の変更）
1　人数変更に伴い宿泊者名簿その他施設へ提出済みの情報に変更が生じた場合、申込者は速やかに変更後の情報を施設へ提出するものとする。
2　申込者は、施設が法令その他に基づき宿泊者に関する情報の提出を求める場合、その取得及び提出に必要な協力を行うものとする。

第14条（原予約との関係）
1　本確認書は、原予約のうち宿泊人数の変更及びこれに関連する事項を確認するものであり、本確認書に定めのない事項については、原予約、施設の宿泊約款、利用規則、団体予約条件その他申込者と施設との間で合意した条件が引き続き適用される。
2　本確認書と原予約の内容が抵触する場合、宿泊人数の変更及びこれに直接関連する事項については、本確認書の内容を優先する。

第15条（再変更）
本確認書作成後に申込者が再度宿泊人数の変更を希望する場合、施設の承諾を得るものとし、必要に応じて変更後の内容を記載した確認書その他の書面又は電磁的方法により確認するものとする。

第16条（不可抗力等）
天災地変、交通機関の大規模な運休、感染症の流行、行政機関による要請その他当事者の合理的な支配を超える事情により宿泊人数の変更又は宿泊の実施が困難となった場合、申込者及び施設は、原予約及び施設の定める条件を踏まえ、対応について誠実に協議するものとする。

第17条（協議事項）
本確認書に定めのない事項又は本確認書の内容について疑義が生じた場合、申込者及び施設は、原予約、宿泊約款その他の関連条件を踏まえ、誠意をもって協議し解決するものとする。

以上、本確認書の内容を確認し、申込者及び施設は、書面又は電磁的方法によりこれを確認する。





＿＿＿＿年＿＿月＿＿日

【申込者】
団体名・法人名：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

住所：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

代表者・担当者名：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

連絡先：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

署名・押印：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

【施設】
施設名：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

所在地：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

運営会社：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

担当者名：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

署名・押印：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

